
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【農林部】

新

１ ジャパンフラワーフェス ジャパンフラワーフェスティバル開催準備に係る31,150 31,150
テ ィ バ ル 開 催 事 業 経費等一財 31,150 一財 31,150

９７０万円１ 県推進対策

・開催に向けた調整経費、及び１８年度開催の

「ＪＦＦinかがわ」に埼玉県展示を行うための

経費

２ ジャパンフラワーフェスティバル

２,１４５万円実施対策

・ジャパンフラワーフェスティバル開催実行委員

会への負担金

（内容）実施計画策定、広報活動経費、出展対策等経費

<参考>

○県全体負担額の試算（Ｈ１７～Ｈ１９）

・実行委員会概算事業費 １億７,０４５万円

（うち県負担金 ２,２７５万円）

・県 執 行 経 費 ２,１７０万円

合 計 ４,４４５万円

○目標入場者数 １０万人

農 林 部

－ １ －

【審査の考え方】

本県花植木についての普及啓発、消費拡

、 、大に対して 効果的な事業であると判断し

要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

２ 埼玉農産物ブランド化 １ 埼玉農産物トータルブランドづくり事業10,592 24,152 24,152
５７２万４千円推進事業 国庫 500 財収 300 財収 300

財収 500 一財 23,852 一財 23,852

・県民参加による、情報発信を展開するため、ブ一財 9,592

ログの開設等を行う

１,８４２万８千円２ 品目ブランドづくり事業

(１)ブランド化重点品目ＰＲ事業 ９０６万４千円

・重点４品目について、都内・県内で集中的な試

食キャンペーンを行う

※彩のかがやき、彩玉、彩の国黒豚、深谷牛

新(２)海外販路拡大推進事業 ５１６万２千円

・県産農産物の海外販路の拡大を図る

※輸出想定国 台湾、香港、シンガポール

(３)ブランド品目創出事業 ４２０万２千円

・新たなブランドとなりうる農産物の開発等を行

う

農 林 部

－ ２ －

【審査の考え方】

県産農産物の消費拡大や、新たな販路

の拡大に対して効果的な事業であると判

断し、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

行

（県10/10）３ 社団法人埼玉県農林公社 １ 事業貸付金367,907 354,186 354,186
２億８，４１８万６千円諸収入 70,000 諸収入 70,000 諸収入 70,000

公社森林局管理費、分収林事業費及び農林漁業森林整備事業助成費 一財 297,907 一財 284,186 一財 284,186

金融公庫への償還金にあてるための貸付

・貸付期間 ５０年以内（据置 ４５年）

・貸付利息 年利 １．１％

※公社森林局借入金の状況（平成１６年度末）

借入先 借入金残高

農林漁業金融公庫 ９３億９千７百万円

県 ５９億３千１百万円

うち元本 ４９億円

うち利子分 １０億３千１百万円

合 計 １５３億２千８百万円

（県10/10）２ 運用貸付金

７，０００万円

公社に対する運転資金の貸付

・貸付期間 １年以内

・貸付利息 無利子

農 林 部

－ ３ －

【審査の考え方】

本県の森林整備のため、農林公社が行う森林

整備事業に対する助成は必要と判断し、要求額

を措置した。

また、分収林事業については造林コストの縮

減や過去の分収契約の見直しなどにより、一層

の長期収支の改善を進めることとした。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

１ 森林管理道行

（重点化方針）４ 農林部公共事業 10,945,328 11,136,127 11,136,127
・橋りょう安全対策Ａランク地区：４路線５橋国庫 6,873,446 国庫 6,687,812 国庫 6,687,812

１７年度 １８年度 対前年比分担金 216,018 分担金 249,141 分担金 249,141

補助 ８．７億円 ７．５億円 △１３．９％負担金 752,001 負担金1,064,404 負担金1,064,404

単独 ２．０億円 １．６億円 △１５．８％諸収入 50,520 諸収入 70,700 諸収入 70,700

合計 １０．７億円 ９．１億円 △１４．３％県債 2,648,000 県債 2,316,000 県債 2,316,000

２ 治山事業一財 405,343 一財 748,070 一財 748,070

（重点化方針）

・山地災害危険地区Ａランク地区：３箇所

１７年度 １８年度 対前年比

補助 ５．７億円 ５．６億円 △２．８％

単独 ２．０億円 ２．１億円 ６．０％

合計 ７．７億円 ７．７億円 △０．５％

３ 農業基盤

（重点化方針）

・県民の安全・安心な暮らし（排水機場・ため池）

・企業的経営体の育成（ほ場整備）

・早期完了により事業効果が発現される地区

１７年度 １８年度 対前年比

補助 ８９．８億円 ９３．０億円 ３．６％

単独 １．３億円 １．５億円 １４．７％

合計 ９１．１億円 ９４．５億円 ３．８％

農 林 部

－ ４ －

【審査の考え方】

本県農林業の振興に必要な基盤整備のうち、

県民の安全・安心なくらしを守り、事業効果の

早期発現ができる地区に重点化し、要求額を措

置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

農業集落排水施設整備を行う市町村に対する県の補新 行

５ 農林部公共事業のうち 助金を、後年度交付金化する限 度 額 限 度 額
62,250 62,250

彩の国ゆたかな 債務負担行為（交付金）の内容

むらづくり整備事業

対象地区： １）平成１８年度以降採択地区（債務負担行為） （

（２）継続地区のうち市町村の希望で

早期完了が望める地区

交付対象：事業費に対する県補助金の交付金化

交付率 ：処理施設整備に要する経費の１５％相当

（継続地区のうち大越地区（加須市）は

総事業費の７．５％）

（ ）交付期間：事業実施翌年度から５年間 各年度３％

債務負担行為の設定期間

平成１９年度から平成２３年度

農 林 部

－ ４～２ －

【審査の考え方】

県の支出を平準化するとともに、市町村が起

債を有効活用することで早期の施設整備が可能

となることから、交付金化を承認した。


